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① 内閣府 総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 ものづくり技術プロジェクトチーム第 3
回会合（平成 19 年 12 月 14 日） において「ものづくりの現状」説明として報告し机上資料として
配布 
② 同ものづくり技術プロジェクトチーム第 4 回会合（平成 20 年 3 月 5 日）における「日本のものづく
り技術の『強み』について」の議論で説明 
③ 日本学術会議 第 2 回生産科学分科会シンポジウム「ものづくりイノベーションに向けた生産科
学提言」（平成 20 年 3 月 28 日）におけるパネル討論においてプレゼンテーション実施 
④ 日本学術会議 材料工学委員会材料構造化コンバージング・テクノロジー分科会第 1 回分科会














をまとめて上記会議①内閣府 総合科学技術会議 基本政策推進専門調査会 ものづくり技術プロジ
ェクトチーム会合第 3 回会合で報告した。本報告書では、第 2 回 2007 年度調査結果を加えて最新デ
ータとし図表５から図表１７にまとめている。 
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18 年法律第 33 号）第 2 条第 2 項に基づき、ものづくり基盤技術振興基本法（平成 11 年法律第 2 号）
第 2 条第 1 項に規定するものづくり基盤技術のうち、当該技術を用いて行う事業活動の相当部分が
中小企業者によって行われるものであって、中小企業者がその高度化を図ることが我が国製造業の
国際競争力の強化又は新たな事業の創出に特に資するもの」、である。 






























   
   
      
「ものづくり白書」は、「ものづくり基盤技術振興基本法」の第 8 条の規定に基づき、ものづくり基盤技
術の振興に関して国が講じた施策に関する年次報告である。国会に提出される報告書名は「ものづくり


































































   
   
      











１．４ 第 3 期科学技術基本計画が取り上げる科学技術に裏付けられた「ものづくり」 

































   
   




















   
   









査）の第 1 回 2006 年度調査（NISTEP Report No.106）と第 2 回 2007 年度調査（NISTEP Report 
No.109）の２年分の結果を用いている。なお、この分野別定点調査のほかに、分野を超えた日本全
体の状況について問う「科学技術システムの課題に関する代表的研究者・有識者の意識定点調査
（科学技術システム定点調査）」（NISTEP Report No.105 および No.108）もある。 
以下に、分野別定点調査を説明する。 
分野別定点調査が対象とする科学技術分野は、第 3 期科学技術基本計画で設定された重点推
進 4 分野であるライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料と、推進 4 分野であるエネ
ルギー、ものづくり技術、社会基盤、フロンティア、の 8 分野である。 
分野別定点調査は、一定の回答者集団に回答者の主観を問う質問を定期的に行うことにより、第


















   
   
      
調査票の設問は、以下の 5 つのパートに分かれており、総設問数は 37 問である。 
・Part Ⅰ（12 問）：【研究開発人材】、【トップ研究者】、【若手人材】、【研究者の流動性】 
・Part Ⅱ（4 問） ：【研究開発資金】、【インフラおよび基盤整備】、【研究時間の確保】 
・Part Ⅲ（17 問）：【産学官連携】、【研究開発上の隘路（あいろ）】、【特許】、【日本の科学および技術
の水準】、【日本の産業の国際競争力】、【世界トップクラスの研究教育拠点】 
・Part Ⅳ（3 問） ：【戦略重点科学技術の現状】、【戦略重点科学技術の実現】 
・Part Ⅴ（1 問） ：【本調査全体に関するご意見】 
質問の設計では、第 3 期科学技術基本計画および分野別推進戦略の文書を詳細に検討している。






ため、分野別定点調査の幾つかの設問結果をまとめた図表もある。2006 年度、2007 年度の 2 年分の
データを使い年度間の違いを示している。 
 ものづくりは広い概念であり、アンケート回答者にものづくりの定義を示す必要がある。ここでは、も
のづくりの定義は、第 3 期科学技術基本計画のものづくり技術分野の定義と同一である。 
アンケートでは、8 分野について分野ごとの全体的状況とともに分野ごとに設定された戦略重点科











回答者は第一線級研究者でその回答数が 100 に及ぶこと、のためである。 
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（１）回答者属性 
















































NISTEP Report  No.106およびNo.109に基づきデータを再構成
緑2006          青2007数字のみ




   
   
















0.0   ← 5.0 6.0 7.0 8.0                  9.0  →10.0
対米国
5.4                                                7.1  
対アジア
6.4 8.2                  
5.8    6.1   
5.8      6.3   
対欧州
6.8 8.6  





5.6   5.8
6.4     6.8










5.3           5.7
5.3          5.8
6.2 8.１
6.2     6.6
6.0       6.5
6.5 8.2
5.7      6.0
5.7       6.2
5.3                                                6.9
2006
現在5年後2007
数字は 0⇔10の指数値NISTEP Report  No.106およびNo.109に基づきデータを再構成
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産学官連携の企業の満足度は、「昨年との比較」で問うている。2006 年度調査では 2005 年との比





















0% 10       20        30       40        50        60       70        80        90        100%
基礎研究 応用研究 実用化研究
15.5                          40.0                                                44.5
33.9                                        48.7                                        17.4 
産学官連携の研究段階 複数回答可能なため全回答件数の割合
14.8                          42.6                                                42.6






緑2006     青2007数字のみ数字は 0⇔10の指数値NISTEP Report No.106およびNo.109に基づきデータを再構成
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（６）研究開発の実用化期間および基本特許 
ものづくり技術分野において、我が国の大学や公的研究機関の研究成果が実用化されるまでの








































緑2006         青2007
数字は 0⇔10の指数値NISTEP Report No.106およびNo.109に基づきデータを再構成
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（９）人材の状況 
我が国における、ものづくり技術分野の研究開発に従事する研究者、技術者および若手研究者・


































4.1     
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数字は 0⇔10の指数値NISTEP Report No.106およびNo.109に基づきデータを再構成




   
   






















































数字は 0⇔10の指数値NISTEP Report No.106およびNo.109に基づきデータを再構成
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戦略重点科学技術 大 中 小 なし
F01 日本型ものづくり技術をさらに進化させる、科学に立脚し
たものづくり「可視化」技術 
44 30 16 10 
F02 資源・環境・人口制約を克服し、日本のフラッグシップと
なる、ものづくりのプロセスイノベーション 








あまり活発ではない ０ ⇔ １０ かなり活発である









































   
   

































































   
   





















































   
   
      
川上企業の国際シェアは高い。例えば、川下では我が国が強い製品といわれる自動車の世界






























   
   





























































































   
   

























































































   
   

























   
   


























































   
   
      


































加工前 200.9 ± 2.1 nm




5nm    25nm















































































































   
   












優位の状況を再構成した結果を図表２１に示す。全体として 5 年前→現在→5 年後としだいに技
術優位は低下するとの結果であった。 
1.0   ← 3.0 4.0 5.0
鋳造・ダイキャスト
4.3 4.6  4.6  
プレス
N=34
N=88 3.8 4.2              4.5    
溶接
N=20 4.0 4.4  4.5    
圧縮・押出・射出形成
N=72 3.7 4.0              4.5    
塗装・メッキ・溶射
N=34 3.9 4.3                     4.7  
切断・切削・開孔
N=97 4.0 4.2             4.5    
組付・組立
N=４４ 3.6 3.8                    4.2   
鍛造・絞り
N=36 3.9 4.4                     4.8  
金型製作
N=56
















   
   






























事例１に示した我が国が強い領域を支える金属工学関係の教官は平成 13 年度 568 名から、平








に 40％の減少傾向が続いていくと、5 年先、10 年先には我が国の強いものづくり技術の基盤となっ
ていた金属関連技術が弱体化する可能性がある。 
33 
   
   
      








本計画開始年度から 2 年連続 10%近くの増額となった。しかし、8 分野内相対比較では目立って

























講じた施策は数多くあり数 10 億の予算額となるものも多い。ものづくり白書の第 2 部（図表３）に
予算額が示された施策数は 100 を超えている。例えば、平成 19 年度では職業能力の開発及び
向上のための事業主に対する助成金の支給に約 58 億円、伝統工芸品産業の振興対策事業に
約 10 億円、地域企業立地促進等共用施設整備費事業に約 20 億円、中小企業ものづくり人材
育成事業に約 5 億円、若年者ものづくり人材育成促進事業に約 3 億円、勤労者福祉の推進に
約 131 億円が講じた施策としてものづくり白書で示されている。 
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的に事業活動している場合が多い。数多くある企業の中から 1 社か 2 社のみ国として支援するこ
とは難しいため、個別次世代プロダクト開発プロジェクトには、通常、多数の企業が参画する。 
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づくり科学のあり方について」平成 20 年 9 月 18 日では、ものづくり科学の研究拠点形成が提案
されている。また、根拠の一つとして第 2 章でデータを示した「科学技術分野の課題に関する第
一線級研究者の意識定点調査」、とくに図表７の基盤的経費の重要性を引用している。これら内




























   
   
      
（３）具体策的な取組みＣの説明 















   
   

































   
   






























































   
   

























高度IT利用製造技術  7.2  7.1  7.8  7.5  6.8  7.0
バーチャルデザイン製造技術  7.0  7.1  7.4  6.9  6.3  6.2
高付加価値製品製造技術  7.3  7.2  7.6  7.7  6.0  6.9
ナノ加工・微細加工技術  8.5  8.3  8.1  8.5  6.3  6.9
循環型・低環境負荷製造技術  6.9  7.0  7.4  7.5  8.3  7.7
製造に係わる人間・ロボット  7.5  7.5  7.6  7.6  7.3  7.4
特殊環境下製造技術  7.1  7.0  6.7  7.2  5.6  5.5
社会インフラ関連高度製造技術  6.9  6.8  7.3  7.0  7.4  7.2
表面改質と界面制御技術  7.4  7.4  7.4  7.3  6.1  6.1
知的資産 他分野発展 既存産業 新産業 安全安心 社会の活力
































2008 年 12 月 
 
 
本レポートに関するお問い合わせ先 
 
文部科学省 科学技術政策研究所 
科学技術基盤調査研究室 
 
〒100–0013 東京都千代田区霞ヶ関三丁目二番二号 
中央合同庁舎第７号館東館１６階 
TEL 03-6733-4910 
FAX 03-3503-3996 
